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１ 行政評価システム導入の背景 

近年、地方自治体を取り巻く状況は、少子高齢化や情報化の進展、住民の価値観の多様化、

国、県を問わず厳しい財政状況等、目まぐるしく変化しています。 

このような状況のもとで、自己決定、自己責任を原則とする地方分権が進展してきており、

これまで以上に、自治体の経営能力が問われるようになってきました。 

本市は、平成１３年１１月、、、、三陸町との合併を果たし、現在、合併建設計画の推進を基軸

に、市民と一体となって「市民一人ひとりが幸福

しあわせ

を実感できるまちづくり」を進めていると

ころですが、今後、行政活動は量から質への転換が求められており、より一層施策の重点化

を図っていく必要があります。 

そのためには、これまでの事業推進の手法を踏まえつつ、限られた資源（人、財源）を有

効かつ効率的に活用しながら、さまざまな政策課題に対して、自らの責任において主体的か

つ柔軟に対応できるよう行政体質を改善、強化し、市民の視点を踏まえながら時代の要請に

的確に応えていく仕組みづくりが不可欠であり、それを実現する手法として行政評価システ

ム導入の必要性が高まっています。 

 

 

２ 行政評価システムの導入目的 

行政評価は、単に事務事業を評価して、その結果を予算査定に生かして終わりというもの

ではありません。事務事業はもとより行政活動の結果を振り返り、その成果を次の計画策定

や実施過程に反映させ、行政運営上のあらゆる場面において、その改革、改善を進める糸口

を提供するものであり、地方自治体が自立していくための重要な手段の一つです。 

本市では、行政評価の検討に入る前に、行政運営を進めるうえで問題となっていることに

ついて、部課長を中心に議論を重ねました。その結果、組織体制をはじめ、事務事業の執行、

職場環境、市民からの信頼の確保等の面で、さまざまな問題が提起されたところです。 

そこで、各種業務や組織体制等の改革、改善など、行政運営上の諸問題の解決を図ってい

くための一つの手法として事務事業等の評価結果を活用し、さらに、評価結果の公表を通じ

て、行政の信頼性及び透明性の向上を図りながら、市政へのより積極的な市民参画につなげ

ていくことを確認し合いました。 

こうした庁内の議論を踏まえ、行政評価システム導入の目的として、具体的に次の４つを

掲げるものとします。 
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まず第一に、職場の活性化を図るということです。行政評価を通じて、事務事業や施策の

あり方について庁内で広く議論することにより、職員が、より一層意欲的に仕事をし、職場

全体で創意工夫しながら事務事業の改革、改善に取り組む環境をつくっていきます。 

第二に、より効果的かつ効率的な行政運営の推進を図るということです。多様化する行政

ニーズへの対応が求められている中で、事務事業等の評価結果も踏まえながら、これまで以

上に、限られた資源を効果的に配分し、効率的に活用する行政運営を進めていきます。 

次に、組織の最適化につなげていくということです。さまざまな政策課題の実現に向け、

必要な施策を展開するうえで組織機構が最適な状態になっていることが必要です。そこで、

施策等の評価を通じて、総合発展計画に掲げる各施策の目的を達成するために最適な組織へ

の統合、再編成を進める一助としていきます。 

さらに、行政情報の市民との共有化を図るということです。これまでの各種情報の提供に

加え、新たに行政評価への取り組み姿勢や評価結果の公表を通じて、市民が市政への理解と

信頼を一層深め、より積極的に市政に参画していただけるよう促していきます。 

 

 

３ 計画期間 

  平成１５年度から１９年度までの５年間とします。 

  なお、本マスタープランについては、進捗状況等に応じて、適宜、見直しを図っていくこ

ととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 職場の活性化 

② より効果的かつ効率的な行政運営の推進    

③ 組織の最適化 

④ 行政情報の市民との共有化 
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※会議名等はいずれも仮称

政 策 推 進 会 議

施 策 評 価 会 議

基本事業評価会議

事務事業評価会議

図１　　平成１６年度以降の推進体制

〔評価プロセス〕 〔定着支援、連絡・調整等〕

行政評価推進

本部

行政評価推進

事務局

行政評価

推進リーダー

行政評価推進

関連課会議

連携

報告

進行管理

評価表の提出

課内指導

検討資料の提出

４ 本市における行政評価システム 

 ⑴ 推進体制 

本年度は、庁内に検討体制を整備して、行政評価システムについて理解を深めるととも

に、望ましい導入のあり方について検討してきましたが（別紙１）、来年度以降、進捗状

況を踏まえながら推進体制を整備し、行政評価システムの構築及び定着を図っていくこと

とします（図１）。 
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区分 会 議 名 等 説    明 

評

価

プ

ロ

セ

ス

関

連 

政策推進会議 

○構成：庁議メンバー 

・行政評価システムの構築、推進に係わる審議、意思決定 

・施策評価、基本事業評価等に関する最終的な意思決定 

施策評価会議 

・施策毎に主管課長（施策統括ﾏﾈｰｼﾞｬｰ）を任命 

・施策の主管課長が関係課長等を招集 

・施策に関する成果把握と総括 

基本事業評価会議 

・基本事業毎に主管課長（基本事業統括ﾏﾈｰｼﾞｬｰ）を任命 

・主管課長が関係課長等を招集 

・基本事業に関する成果把握と総括 

事務事業評価会議 ・各課等において、事務事業に関する成果把握と総括 

定

着

支

援

、

連

絡

調

整

関

連 

行政評価推進本部 

○構成：四役、全部課長（本部長 市長） 

・行政評価の全庁的な推進及び進行管理 

行政評価推進関連課会議 

○構成：企画調整課、総務課、財政課の課長等（企画調整

課長が招集） 

・政策推進会議への提出資料の検討 

・行政評価システムの庁内的な活用に係わる協議 

行政評価推進リーダー 

・課毎に任命 

・行政評価システムの導入及び定着、事務事業の改革・改

善等に関し、各課職員の指導的立場 

・事務局との連絡調整、事務局への諸報告も担当 

行政評価推進事務局 

○担当：企画調整課 

・行政評価システムの構築、推進に係わる事務を所管 
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政策 施策 基本事業

資源循環型

のまちづくり

廃棄物の抑制

と適切な処理

水環境の保全

可燃ごみの

発生抑制

リサイクルの

推進

焼却残渣の

再資源化推進

簡易包装

啓発事業

生ゴミ処理容器

購入助成事業

廃棄物減量等

推進員支援事業

事務事業

図 ２ 政 策 体 系 に 基 づ く 評 価 体 系

〔 政 策 体 系 の 例 〕

　　〔基本事業評価〕

・基本事業目的はど

　れだけ達成できたか

・施策目的を達成する

　ためには、どんな基本

　事業の組立てである

　べきか

   〔事務事業評価〕

・事務事業目的はどれ

　だけ達成できたか

・この事務事業は、ど

　んな施策や基本事

　業にどれだけ貢献

　したか

　　　〔施策評価〕

・施策目的はどれだ

　け達成できたか

・どの施策を優先して

　取り組むか

　

〔 評 価 体 系 〕

関連づけ

評価結果を次の企画や実施に反映させる

⑵ 評価体系 

本市で導入する行政評価システムは、目的－手段の関係で体系づけられた政策体系に基

づき、図２に示すように施策評価、基本事業評価及び事務事業評価で構成する評価体系に

よるものとします。 
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注）　１施策－２基本事業の場合で説明

施　策　評　価 基本事業評価

１次評価

〔各課〕

※対象：上位の基本事業

Ａを実現するための事務

事業

１次評価

〔基本事業評価会議〕

２次評価

〔政策推進会議〕

※庁議メンバーで構成

図 ３ 評 価 プ ロ セ ス

２次評価

〔基本事業評価会議〕

※基本事業Ａの関係

課長で構成

２次評価

〔施策評価会議〕

※上位施策の関係課長で

構成

１次評価

〔施策評価会議〕

※担当部長との協議

事務事業評価

基本事業　Ａ

１次評価

〔各課〕

※対象：上位の基本事業

Ｂを実現するための事務

事業

１次評価

〔基本事業評価会議〕

２次評価

〔基本事業評価会議〕

※基本事業Ｂの関係

課長で構成

２次評価

〔施策評価会議〕

基本事業　Ｂ

⑶ 評価体制 

① 内部評価 

内部評価のプロセスは、次のとおりとします（詳細は別紙２を参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 外部評価 

当面、庁内の組織により行政評価を進めていきますが、評価の精度や信頼度を一層高

めるため、将来的には、第三者による評価のあり方等について検討していく必要があり

ます。 
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政策体系

行政評価システム行政評価システム行政評価システム行政評価システム

中　長　期　財　政　政　策

広報・広聴

組織・定員

管理

能力開発

市民と行政との双方向

のコミュニケーション

人的資源の

最適配分

研修と実践

総合発展計画策定・調整

予算編成・執行管理

図４　マネジメント・システムの全体像

財政計画

予算体系

職場の活性化

組織の最適化

５ マネジメント・システムと行政評価 

現行の行財政運営システムの中に行政評価システムを組み込むことに伴い、関係する総合

発展計画の策定・調整や予算編成・執行管理、組織・定員管理、広報・広聴等の各システム

のあり方について検討していく必要があります。 

これらの行財政運営システムについては、行政評価システムと有機的に連携する新たなシ

ステムとして構築していくこととし、本市では、これをマネジメント（経営）・システムと

位置づけます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このマネジメント・システムの構築にあたり、行政評価システムと連携する各種システム

に係る改革の基本方針及び具体的な取り組みについて、次のとおり定めることとします。 

 

⑴ 総合発展計画の策定・調整 

現在、総合発展計画実施計画への登載事業を中心に予算が編成・執行されていますが、

これまで、事務事業の見直しにあたっては、担当課においてそれぞれ対応してきたところ

であり、今後、事務事業の成果について、全庁的に統一的な視点と手法に基づいて客観的

に評価し、その結果を次の改革、改善に生かしていく必要があります。 

具体的には、これまでの事務事業執行過程に行政評価システムを組み入れ、事務事業や

施策毎に、目的の妥当性や効率性、有効性等の観点のほか、取り巻く状況の変化や市民要
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望等も十分考慮しながら評価することとし、その結果を事務事業の改革、改善をはじめ、

次年度の施策の優先順位づけや予算編成等に生かしていきます。 

そこで、総合発展計画体系を新たに目的－手段の関係で体系づけられた政策体系に見直

し、それに基づいて行政評価システムを導入していくこととします。 

また、全庁的に行政評価を進めることにより、各課の事務量の増加が想定されますが、

その軽減が図られるよう、効率的な評価作業や総合発展計画の進行管理への評価データの

活用に対応できるシステムを構築する必要があります。 

以上のことから、次について取り組みます｡ 

 

・ 新しい総合発展計画の策定に合わせ、目的－手段の関係で体系化された新たな政

策体系をつくり、事務事業との関連づけを行います。 

・ 施策をはじめ、基本事業及び事務事業について、その目的や成果指標等を明らか

にします。 

・ 評価における各種データや評価内容等について、データベース化やデータの加工

等に対応するとともに、総合発展計画の進行管理に活用できるＩＴ（情報技術）シ

ステムの構築について検討します。    

 

⑵ 予算編成・執行管理 

本市では、施策から事務事業まで体系的にとらえた行政評価システムを導入することと

しますが、評価結果を予算編成に生かすには、評価単位と予算単位との整合が不可欠であ

ることから、予算単位を新たに評価を行うための単位として組替えていきます。 

また、行政評価システムの定着化の状況等を踏まえながら、施策や事務事業等の評価結

果を生かしたより効果的な予算編成のあり方について検討していくとともに、評価データ

を予算編成に活用できるシステムを構築する必要があります。 

以上のことから、次について取り組みます｡ 

 

・ 事務事業を「ある目的を持った活動のかたまり」としてとらえ、事務事業を対象

と意図、結果の３つの観点から検討して、評価単位と予算単位を設定します。 

・ 施策や事務事業等の評価結果を生かしたより効果的な予算編成のあり方について

検討します。 

・ 評価データを予算編成に活用できるＩＴシステムの構築について検討します。 
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⑶ 組織・定員管理及び能力開発 

① 組織・定員管理 

より効果的かつ効率的な行政運営を進めていくうえで、責任を持って施策や事務事業

等を遂行し、評価できる組織体制を整備することが重要です。 

また、職員の定員管理について、事務事業等の評価結果も生かしながら適正に管理し

ていく必要があります。 

以上のことから、次について取り組みます｡ 

     

・ 施策の責任体制を明確にし、より効率的で効果的な組織運営を推進するために、

施策体系との整合が図られた最適な組織体制への見直しを進めます。 

・ 施策や事務事業等の評価結果も踏まえながら、各種の課題等に的確かつ迅速に

対応する組織運営を進めます。 

・ 事務事業等の評価結果を定員管理に生かしていきます。 

 

② 能力開発 

行政評価システムを組み入れたマネジメント・システムを確実に構築していくために

は、まず、このシステムを運用していく職員一人ひとりが本市で取り組む行政評価シス

テムの導入目的を十分理解し、その考え方や方法等を習得することが重要です。 

また、政策形成能力や課題対応能力等の向上を図るため、職員の能力開発を推進する

とともに、これまで以上に、職員一丸となって創意工夫しながら、改革、改善に意欲的

に取り組む職場環境づくりを進める必要があります。 

以上のことから、次について取り組みます｡ 

 

・ 職員一般を対象とした研修はもとより、施策及び基本事業の主管課長や各課等に

配置する行政評価推進リーダー（仮称）等を対象とした研修を積極的に行います。 

・ 職員一人ひとりの積極的な職務遂行意識を喚起し、活力あふれた職場環境づくり

を進めます。 

 

 ⑷ 広報・広聴 

施策や事務事業等の評価結果については積極的に公表し、市民と行政との対話の手段と

して活用していくことが重要です。 

このことから、次について取り組みます｡ 
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・ 施策や事務事業等の評価結果については、市のホームページや広報等を活用して、

わかりやすく公表します。 

・ 評価結果について、地区毎の市政懇談会や市民各層との直接対話を通じて共通理

解を図ります。 

・ 施策や行政サービス水準等について市民の意識や実態を把握するため、アンケー

トを実施します。 
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行政評価システム 新総合発展計画 現総合発展計画

平成

15年度

16年度

17年度

18年度

19年度

主要テーマ

図　５　　　年　度　別　計　画

マスタープラン策定

「政策→施策」の組立て（＝施策の設定）

施策の目

的・関連指

標の設定

事務事業評価

表の検討

↓

モデル事務

事業評価

「施策→基本事業」の組立て

（＝基本事業単位の設定）

基本事業

の目的・関

連指標の

設定

モデル事務事業

評価（１次、２次）

↓

予算への反映

事務事業評価

単位の設定

（予算単位との

整合）

市民アンケートの実施

基本構想・基

本計画の具体

的な検討

↓

【策定】

Ｈ18～22

年度の施

策・基本事

業等の目

標設定

施策・基本

事業評価

【試行】

新総合発展計画

に盛り込む主要

事業の事前評価

全施策・基本事業・事務事業評価

（優先度評価を含む）

【試行】

↓

予算への反映

新総合発展計画の理念や目標の

市民への周知

評価結果の市民への公表

モデル事務事業

評価（１次、２次）

↓

予算への反映

施策・基本事業・

事務事業の達成

度把握

市民との目標共有と協働の開始

全施策・基本事業・事務事業評価

（優先度評価を含む）

【本格実施】

↓

予算への反映

 行政評価マスタープラン

の策定

 新総合発展計画政策体

系の検討着手

 施策の組立てと目的・関

連指標の設定

 市民アンケートによる施

策の現状値把握

 基本事業及び事務事業

評価単位の設定

 新総合発展計画の策定

 新政策体系における各

評価段階の目標設定

 新総合発展計画に基づ

く計画行政の開始

 すべての施策・基本事

業 ・事務事業評価の実

施

  （本格実施に向けた試行）

 評価結果の市民への公

表

 市民との協働のまちづく

りの本格実施

　　 施策の進捗管理

　

・H15年度までの取り組み

・16年度の取り組み内容

・17年度の取り組み

　　 施策の進捗管理

　

・H16年度までの取り組み

・17年度の取り組み内容

現行計画体系での施策

評価及び主要事業評価

↓

評価結果の市民への

公表

　　 施策の進捗管理

　

・Ｈ17年度までの目標

・14年度までの取り組み

・15年度の取り組み内容

・16年度以降の取り組み

６ 計画的な導入に向けて 

マネジメント・システムの構築に向け、平成１９年度までの主要な取り組みについて図５

のように定め、計画的に行政評価システムの導入を図っていくこととします。 

 

 



 １２

行政評価システム

導入検討委員会

行政評価システム研究会

行政評価システム研究会

ワーキング・グループ

・行政評価システム構築に向けた方針決定

・構成：助役、収入役、教育長及び全部長級職員

・委員長：助役

・行政評価システムの具体的な導入方法の検討

・導入検討委員会における検討資料の作成

・構成：総合発展計画基本計画に関係する課長等

・座長：企画政策部長

・行政評価システムの具体的な導入方法の検討

・研究会における検討資料の作成

・構成：研究会メンバー所属課等の課長補佐等

・班長：企画調整課課長補佐

平成１５年度の検討体制

事　務　局

（企画政策部企画調整課）

別紙１ 
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別紙２ 

   内 部 評 価 体 制 等 

 

項目 

 

評価階層 

評価単位の設定等 

評 価 体 制 

１次評価者 ２次評価者 

事務事業 

 

 

・予算の事務事業単位の見直し 

 

・人件費のみの事務も評価単位と

して処理。 

 

・各課長等が中心となり、基本事

業毎に事務事業を位置づけ。 

 

・事務事業毎に事務事業の目的の

明確化。 

 ⇒事務事業の成果指標、数値目

標の設定。 

 

・効率性、有効性等の観点や成果

指標、基本事業や施策に対する

貢献度等を踏まえて評価。 

 

・試行的にモデル事務事業評価を

実施。その後、全事務事業評価

を実施。 

 

    

    

事務事業の担当課長事務事業の担当課長事務事業の担当課長事務事業の担当課長    

 

 

・事務事業の中心となる担

当係長等が１次評価を実

施。 

 

※ 事務事業の評価結果に

ついて、担当課長が責任

を負うものとする。 

    

    

基本事業の主管課長基本事業の主管課長基本事業の主管課長基本事業の主管課長    

((((基本事業統括ﾏﾈｰｼﾞｬｰ基本事業統括ﾏﾈｰｼﾞｬｰ基本事業統括ﾏﾈｰｼﾞｬｰ基本事業統括ﾏﾈｰｼﾞｬｰ)))) 

 

 

・基本事業の主管課長が関

係課長等を招集して、基本

事業評価会議を開催。 

 

・事務事業評価の１次評価

結果について２次評価を

実施。 

 

・その結果に基づき、事務

事業の基本事業に対する

貢献度評価を実施。 

 
主要事業 同 上 同 上 政策推進会議政策推進会議政策推進会議政策推進会議    

基本事業 

 

 

・施策毎に、施策評価会議を開催。 

⇒対象、意図に基づき基本事業

を設定。 

 

・基本事業毎に基本事業評価会議

を開催。 

⇒基本事業の目的の明確化。 

     ↓ 

基本事業の成果指標、数値

目標の設定。 

 

・効率性、有効性等の観点や成果

指標、施策に対する貢献度等を

踏まえて評価。 

    

    

基本事業の主管課長基本事業の主管課長基本事業の主管課長基本事業の主管課長    

((((基本事業統括ﾏﾈｰｼﾞｬｰ）基本事業統括ﾏﾈｰｼﾞｬｰ）基本事業統括ﾏﾈｰｼﾞｬｰ）基本事業統括ﾏﾈｰｼﾞｬｰ） 

 

 

・事務事業評価の２次評価

結果を受け、基本事業の１

次評価を実施。 

    ↓ 

・基本事業の主管課長が関

係課長等を招集して、基本

事業評価会議を開催。 

 

※ 基本事業の評価結果に

ついて、基本事業の主管

課長が責任を負うものと

する。 

    

    

施策の主管課長施策の主管課長施策の主管課長施策の主管課長    

((((施策統括ﾏﾈｰｼﾞｬｰ施策統括ﾏﾈｰｼﾞｬｰ施策統括ﾏﾈｰｼﾞｬｰ施策統括ﾏﾈｰｼﾞｬｰ)))) 

 

 

・施策の主管課長が関係課

長等を招集して施策評価

会議を開催。 

 

・基本事業評価（１次）及

び事務事業評価（２次）の

結果を踏まえ、基本事業の

２次評価を実施。 

 

・その結果に基づき、基本

事業の施策に対する貢献

度評価を実施。 
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項目 

 

評価階層 

評価単位の設定等 

評 価 体 制 

１次評価者 ２次評価者 

施 策 

 

 

・施策毎に施策評価会議を開催。 

⇒施策の目的の明確化。 

↓ 

施策の成果指標、数値目標

の設定。 

 

・効率性や有効性等の観点や成果

指標等を踏まえて評価。 

    

    

施策の主管課長施策の主管課長施策の主管課長施策の主管課長    

((((施策統括ﾏﾈｰｼﾞｬｰ）施策統括ﾏﾈｰｼﾞｬｰ）施策統括ﾏﾈｰｼﾞｬｰ）施策統括ﾏﾈｰｼﾞｬｰ） 

 

 

・基本事業の２次評価結果

を受け、施策の１次評価を

実施。 

    ↓ 

・施策の主管課長が関係課

長等を招集して施策評価会

議を開催。 

 

・担当部長との協議。 

 

※ 施策の評価結果につい

て、施策の主管課長が責

任を負うものとする。 

    

    

政策推進会議政策推進会議政策推進会議政策推進会議    

（構成：庁議ﾒﾝﾊﾞｰ）（構成：庁議ﾒﾝﾊﾞｰ）（構成：庁議ﾒﾝﾊﾞｰ）（構成：庁議ﾒﾝﾊﾞｰ） 

 

 

・市長が招集。 

 

・施策評価（１次）、基本事

業評価（２次）及び事務事

業評価（２次）の結果を踏

まえ、施策の２次評価を実

施。 

 

・その結果及び政策的な判

断に基づき、施策の優先順

位づけや方向づけ等を行

う。 

 

・すべての評価結果の公表

について最終的な意思決

定を行う。 

 

 

 


